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仕 様 書 （案） 

 

１ 委託業務名 

  生物多様性保全活動実践企業支援業務委託 

 

２ 業務の背景・目的 

環境省が策定している生物多様性国家戦略 2023-2030 では、その基本戦略におい

て、企業に事業活動以外の保全活動等に貢献することが求められている。生物多様

性に積極的に取り組む企業が増加することは、あいち生物多様性戦略 2030 の長期

目標（2050 年ビジョン）である「人と自然が共生するあいち」に大きく寄与すると

ともに、企業が県内各地域で保全活動に取り組む市民団体と協働することで、保全

活動の活性化が期待される。 

このため、新たに生物多様性の保全活動に取り組むことを検討している企業に対

し、必要となる知識・経験を習得できる機会を創出する事を目的とした支援業務を

実施する。業務の実施にあたっては、多くの企業に対し保全活動の開始を促すため、

県内に本社もしくは事業所を有する企業から広く参加者を募集し、事業活動以外に

おける保全活動の必要性や、参加企業の意向に沿った幅広い活動について学ぶ講座

を開催する。 

 

３ 業務の概要 

幅広いフィールドにおいて保全活動の開始を検討している企業を支援するため、

基礎学習（座学）と現場見学による講座を実施する。下記のとおり場所、参加人数、

講師、講座回数、講座内容を想定するが、具体的には提案内容を踏まえ、委託者と

受託者の協議により決定する。 
場  所：(基礎学習)：交通の利便性が高い会議室など 

(現場見学)：多くの企業が保全活動を開始するにあたり参考となる活動

が行われているフィールドや、企業による保全活動の導入

が求められているフィールド 

参加人数：各回 20 人程度 

講  師：有識者、保全活動実践者等 

講座回数：延べ 6回程度 

希少種保全、外来種駆除、湿地・里山の保全活動３項目について、基礎

学習と現場見学の講座を１回ずつ行う。 
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４ 委託業務の内容 

⑴ 企画・実施計画作成 

生物多様性の保全に向けて、企業による保全活動の開始を促す講座を企画し、

実施計画を作成する。 

ア 事業活動以外における保全活動の必要性や、幅広い活動について学べる基礎

学習講座や、企業や市民団体等の活動実施場所等の現場見学を講座の内容に含

む。 

イ 保全活動に関心を持っている、県内に本社もしくは事業所を有する企業を対

象に、幅広く参加者を募集する。 

⑵ 実施準備業務 

   当該講座の実施に向けた以下の事項に係る準備業務を実施する。 

ア 講師及び会場の確保・連絡・調整、関係機関等との連絡・調整 

イ 会場設営・運営に必要な資機材の確保 

ウ 募集チラシのデザイン作成及び印刷 

以下のとおりチラシを作成して県に納品すること。 

・A4 サイズ（カラー両面） 800 部以上 

※環境に配慮した用紙やインクを使用すること。 

エ 配布資料等の作成 

オ 参加者の出欠確認、保険加入 

カ その他開催に必要な事項 

    ※会場及び資機材の使用料、謝金、交通費等の支払いを含む 

⑶ 当日運営業務 

  ア 会場設営・撤去 

  イ 受付 

  ウ 司会進行 

  エ 記録写真撮影 

  オ その他運営に必要な事項 

⑷ 実施結果取りまとめ 

当該講座の企画内容や実施結果、成果等について取りまとめ、記録写真を含め

た業務報告書（記録写真、アンケート結果の取りまとめ等）を作成し、報告書２

部及び報告書の内容を記録した電子媒体１部を提出する。 

⑸ 打合せ協議 

契約後、速やかに本業務の実施計画に係る打合せ協議を実施する。また、業務

の遂行に必要な打合せ協議を７回以上実施する。 
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５ 委託業務の実施にあたっての留意点 

⑴ 受託者は、委託事業の開始から終了までの間、本事業を総括する責任者を１名

配置し、事業実施方法や進捗状況の確認等、事業の円滑な実施のために、定期的

に県と連絡調整を行うこと。 

⑵ 受託者は、業務に先立ち事業実施計画及び実施体制計画、スケジュール等を作

成し、委託者の承認を得て業務を実施すること。 

⑶ 受託者は、成果物の著作権（著作権法第 21 条から第 28 条に規定する権利をい

う。以下同じ）を委託者に無償で譲渡するものとし、著作者人格権を行使しない

ものとすること。また、著作権関係の紛争が生じた場合、一切受託者の責任にお

いて処理すること。 

⑷ 納入される成果物について、第三者が権利を有する著作物（以下「既存著作物

等」）が含まれる場合には、受託者は、当該既存著作物等の使用に必要な費用の

負担及び使用許諾契約等に関わる一切の手続きを行うこと。 
⑸ 受託者は、委託者から業務の進捗状況を把握するために資料等を要求された場

合には、速やかに提出すること。 

⑹ 本業務の実施に当たり、疑義が生じた場合は、委託者、受託者協議の上、定め

ることとする。 

 

６ 成果品の提出 

⑴ 成果品 

ア 業務報告書 ２部 

イ 業務報告書、記録写真及び関連データ等の電子データ（ＣＤ－ＲもしくはＤ

ＶＤ－Ｒ） ２部 

ウ 完了届 １部 

⑵ 提出場所 

愛知県環境局環境政策部自然環境課 


